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論文内容の要旨
研究の動機
建築の分野では、「エコ J をキーワードにした「エコ建築」や「エコ住宅」といった高性能建築
(住宅)が提案され、建設されようとしている。これらの建物は、高気密・高断熱の仕様を採用し、
燃料電池といった最先端技術を導入して、太陽光発電や風力発電、バイオマスエネノレギーなどの再
生産可能なエネノレギーの積極的な利用によって、建物のライフサイクルでの環境負荷を削減するこ
とを目指している。また、建物の高寿命化と災害安全性の向上を目的として、鉄やコンクリートと
いった高強度・高品質、高耐久性の工業材料を使用した構造が採用されてきた。
この「エコ」への取り組みは、日本社会の他の分野にも共通する動きとして広がりを見せている
が、今日の取り組みの中には、豊能な生活を送る現代人がスポーツクラブで健康を維持しているよ
うな違和感を覚えるものも多し、。その様な状況の中で、「持続可能な社会」の達成に求められる、
これからの建築の進むべき方向性を確かめたいと考えたことが、研究の動機である。
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研究の目的
現代の建築が抱える問題の複雑さは、一方で人々の生活を豊かにするために、果たさなければなら
ない役割があり、その役割を達成するためには、周りの環境に大きな負荷を与える可能性があるとい
う矛盾した状況を建築が抱えるところにあると考えられる。人々がその生活と環境に望むのは、安定
した継続性ではないだろうか。この安定した継続性は、「持続可能性」と言い換えることもできる。
この研究は、「持続可能な社会J の達成に必要な条件とその評価方法を、「生活の質の改善」に深
く関係する住宅建築の構造分野を中心に研究し提案することを目的とする。そのためには、これま
で我々の社会の成長、発展の尺度となってきた物質的豊かさを基盤とした消費社会の価値観と、そ
れに相応して建設されてきた現代建築の在り方を、社会の持続可能性の実現の視点で見直すことが
求められると考える。
建築の構造は、建築工事費全体の 1/3 を占め、建築物の安全性の確保に深くかかわる必要不可
欠な分野である。個人的選好に影響されやすい建築の意匠分野と異なり、構造の性能評価は技術や
性能を中心とした工学的評価が可能であることが、今回の研究で建築の構造の分野を中心に研究を
行った理由である。
先行研究と本研究の特徴
建築とその構造に関連した環境負荷をテーマにした研究は、 1990年代以降多くの研究がおこなわ
れているが、今回問題としている建築の構造の「環境負荷」と「持続可能性」について論じられた
ものは、見つけることが出来なかった。環境負荷評価式として今回使用した IIPAT 公式」を使っ
た事例は、海外の研究でいくつか見っかり、今回の研究に関係するものについては第 5 章で紹介し
た。
論文の構成と内容
第 1 章序章
第 l 章では、研究の動機、研究の目的、研究の方法、先行関連研究、研究の特徴についてのベる。
この中で、現代の建築が抱える矛盾点である、「生活の質の向上」と、それが「住環境の改善」
にもたらすポジティブな役割、その結果引き起こされる「環境問題j の原因としてのネガティブな
側面をどのように調整するのか、「持続可能な社会」の実現にむけての建築の方向性を研究する必
要性を述べている。
第 2 章現代社会の状況と建築の課題
研究にあたって第 2 章では、まず現代の建築が置かれた社会状況を分析し、現代の建築が対応を
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求められてきた社会的ニーズを整理した。
「人口問題」や「都市問題」に代表される現代の「社会問題」への対応の中で、商業主義的経済
性の重視や、消費材的なスクラップアンドピノレドの建築建設の姿勢があった結果、自然環境や伝統
的社会に大きな負荷を与える結果を生みだしてきた。建築と都市の拡大がヲ|き起こしてきた、「環
境汚染」や「環境破壊j に対して、今日建築は早急な対策を求められている。特に建築関連分野か
ら排出される二酸化炭素は、日本の総排出量の 1/3 に及ぶといわれている。これらの現代の建築
をとりまく問題に取り組むにあたり厄介なところは、上記で説明したポジティプな面とネガティプ
な面の二つの面を持っていることである。このことから、現代の建築が抱えるこれらの問題を解決
するためには、個別の対応の積み重ねではなく総合的な解決方法を検討する必要があると考える。
第 3 章持続可能性の概念と達成の条件
第 3 章では、「現代の建築」が目標とする「持続可能な社会J の概念と達成の条件について考えた。
「持続可能性J という言葉と概念が生まれた経緯を調べ、「持続可能性j の概念を設定した。また、
「持続可能な社会」の具体的モテ、ノレとして「持続可能な循環型社会j についてその特徴を整理した。
特に「循環型社会」の具体的モデルとして、熱物理学の「開かれた能動定常系」の系を参考に考え
ることができる。
「持続可能な社会」を達成するための条件については、経済学者であるハーマン・デリーは、「持
続可能な開発の 3 原則」をまとめている。彼は、消費される資源を 3 種類に分類し、「原則(1) : 
再生産可能資源の利用原則」、「原則 (2) :再生産不能資源の利用原則」、「原則 (3) :汚染物質の利
用原則」を提案している。ハーマン・デリーの 3 原則から、持続可能な社会における資源の利用と
汚染物質の排出による環境への影響は、利用の絶対量ではなく、利用するものの種類と速度が関係
し、持続可能な社会を取り巻く自然環境の回復能力(速度)が重要であることがわかる。
「ナチュラノレステップ (the NATURAL STEP) J は、「持続可能な社会システム」の総括的な原
則を 4 つのシステム条件に集約し、提言を行っている。
環境 NGO Iジャパン・フォー・サステナピリティ(Japan for Sustainability) J は、「持続可能性」を、
「人類が他の生命をも含めた多様性を尊重しながら、地球環境の容量の中で、いのち、自然、くらし、
文化を次の世代に受け渡し、よりよい社会の建設に意志を持ってつながり、地域問、世代聞を越え
て最大多数の幸福を希求すること」と定義し、「資源・容量」、「時間的公平性」、「空間的公平性」、
「多様性」、「意志とつながり」の持続可能性の 5 つの基本概念を示している。
これまでみてきた、「持続可能性」の概念や「持続可能な社会よ達成の条件の提案を参考に、次
の 3 つの条件を「持続可能な循環型社会」達成の条件として設定した。
① 「生活の質の向上」
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② 「公平性の実現」
③ 「環境への影響の削減」
第 4 章 構造システムの概念と持続可能性評価モデル
第 4 章では、「構造システムの概念と持続可能性評価モテ、ノレ」について考えた。この章で建築の
「構造」を、「作用する様々な力や荷重を伝達・支持し、必要な空間・機能を安全に保持する物質の
集合体」と定義した。また建築の構造は、複数の要素が複雑に組み合わされて構成された一つの「シ
ステム」として捉えることができる。「構造」を一つの「システム」として捉えることで、構造を
構成する要素とその関係を、より的確に把握することが可能になると考えられる。「構造システム」
の構成要素を、材料レベノレ、部材レベノレ、架構レベノレ、建築レベノレ、地域レベノレの構成レベノレでと
らえることで、ミクロからマクロのスケーノレの視点でとらえた評価や、材料から建築・地域に至る
時間的、空間的視点で捉えた評価が可能になる。
第 5 章構造システムの持続可能性評価の方法
第 5 章では、「構造システムの持続可能性評価の方法J について提案を行った。
この章ではまず、これまでに行われてきた「環境負荷評価J の方法について整理し、分類を行っ
た。これまでの科学的環境負荷評価の方法は、その評価方法や評価対象によって、「社会科学的評
価方法」、「自然科学的評価方法」、「環境科学的評価方法」に分類することが出来る。また、評価の
単位は、①物質系 (C02、 NOx， SOx など (t、 kg) )、②エネノレギ一系(消費エネノレギー (Mcal，
MJ) )、③貨幣系(ドノレ、ユーロ、円など)、④土地換算系 (ha) 、⑤環境通貨系などが用いられる。
「社会学的評価方法j の評価の基準は、個人の主体的選好をベースにした社会的選好や、評価の
対象、個人や集団の志向、行為などである。特徴は、評価の基準を個人や社会の選好など主観的な
もので行い、順序づけや大小関係といった定性的評価が行われる場合が多いことである。社会的価
値観と環境問題の関係を価格ベースで評価できることも特徴であるが、この点は問題点も指摘され
ている。
「自然科学的評価方法j の評価基準は、原則として定量的、客観的評価であり、評価は製品、人
為行為(建築、土木工事、開発行為など)を対象として行われることが多い。評価の特徴は、単独
の評価は比較的厳密に行われるが評価した環境負荷の統合化は難しい点である。このことが許容値
の把握を難しくしているとも言われている。また、多くの評価方法はボトムアップ的手法(積み上
げ式)がとられることが多L、。この評価方法の代表である「ライフサイクノレアセスメント (LCA)J 
は、今日多くの工業製品の環境負荷評価に用いられている。 LCA の特徴としては、製品の一生(ラ
イフサイクノレ)を通して関わってくるすべての段階のエネルギー、資源、廃棄物の影響を環境負荷
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に反映させることが可能であり、利用する資源や発生する廃棄物の量から、環境負荷量をエネノレ
ギー消費量や二酸化炭素排出量といった物質量として細かく計算可能なことである。
「環境科学的評価方法」の評価の基準は、原則として定量的客観的評価である。代表的方法として、
エネルギ一分析、エコロジカノレ・フットプリント、 CASBEE などをあげることが出来る。「エコロ
ジカノレ・フットプリント (EFP) J は、ある経済体が必要とする基本的なエネノレギーと物質の供給
のために必要な最小土地面積を計算することが目的である。。エコロジカノレ・フットプリントの特
徴として、計算は初期条件に無関係に行うことができる点をあげることが出来る。すなわち初期条
件がどのように設定されていようと、対象都市が持続的に存在するために必要な水陸面積の妥当値
を算出することが出来る。
今日、環境負荷評価に用いられている「ライフサイクノレアセスメント」と「エコロジカノレ・フッ
トプリント」は、前者がボトムアップ的手法であるのに対して、後者はトップダウン的手法と考え
る事が出来る。この 2 つの手法をうまくドッキングさせ、 2 つの手法にかけている社会科学的評価
を盛り込むことが出来れば、有効な持続可能性評価の方法を提案できるものと考えられる。
これまでの環境負荷評価式は、人々の生活改善へのニーズしそのニーズを実現する方法、実現
に伴う環境負荷の評価がお互い独立したかたちで行われ、総合的な評価を行うことが難しかった。
これらの課題を改善し、 トータノレ的に環境に与える影響(環境負荷)を求める方法として、 rIPAT
公式」に注目した。 rrPAT 公式 (IPA T Equation) J は、ポーノレ・エリック (Paul Ehrlich) とジョ
ン・ホノレドレン(John Holdren) によって提案された。基本式では、環境への影響(I)は、人口 (P)
の項と豊かさ (A) の項と技術 (T) の項が掛け合わされた結果として求められる。
rIPAT の公式」の基本式は、
1 = P ・ A'T=C'T
と記述される。
(式 5-2-1
ここで 1 (Inpact) 環境影響度
P (Population) 人口(人)
A (A自uence) 豊さ(ライフスタイノレ)
T (Technology) 環境技術
C (consumption) 消費
を表す。
人口 (Population) の項は、消費する数を表し、
消費する人の数とその人の一定期間内の消費の回数
を乗じた値と考えることが出来る。
豊さ (Affluence) の項は、必ずしも富裕と類語
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図5.2.1) IPAT 公式概念図
ではなく、生活のレベノレ(質)を表し、ライフスタイノレと考えることも出来る。
技術 (Technology) の項は、生産技術の近代化あるいは複雑さのレベノレと類語ではなく、資源、
利用効率であり、経済活動の単位ごとの効果と定義されている。
IPAT 公式の特徴として、環境への影響を複数の因子で評価するメリットと影響因子同士を乗じ
るメリットを挙げることができる。環境負荷が、環境への有力な影響因子と考えられる 3 つの因子
の乗算で計算されることで、お互いの影響が単なる累加ではない形で評価される。また、数(量)
として属性をもっ人口の項と、種類としての属性を持つ豊かさの項、関係としての属性を持つ技術
の項の相乗的関係として環境負荷を評価出来る。環境への影響をたった一つの要因で評価すること
は 2 重のミスをおかすことになり、広範囲の要因を考慮することで、要因相互の関係と時間的影響
を評価することが可能になる。
第 6 章既存計算住宅モデルの環境負荷
第 6 章では、「家庭生活のライフサイクノレエネルギー」の中で公開されているデータをもとに、
「構造システム」の構成レベノレごとの iIPAT 公式」の展開と環境負荷の集計をおこなった。また、
鉄筋コンクリート造と鉄骨鉄筋コンクリート造の集合住宅を設計し、現行基準による構造計算を
行って、住宅構造タイプの違いや地震荷重の違いによる環境負荷への影響を検討した。
第 7 章構造システムの構成レベルと環境負荷
構造システムの環境負荷は、建築の中でも住環境の改善に最も影響が大きい住宅建築の構造シス
テムに限定し、 IPAT 公式をベースとして発展させることで、生活の質の向上に対する社会的ニー
ズと、そのニーズを実現することに伴う環境負荷を同一式の中で扱うことが可能になる。
環境負荷評価式として使用する IPAT 公式の、構成項目である「人口 (P) J、「豊かさ (A) J、「技
術(環境負荷低減技術) (T) J に、構造システムの構成レベル別に関係する項目を反映させる。
建築の「構造システムj の階層構造に注目し、式を展開すると下式のように表記される。(式 7-
1-1) 
環境負荷(I) =人口 (P) x 豊かさ (A) x 技術 (T)
=地域の住宅関連の二酸化炭素排出量 (kg-C02)
=地域人口(人)
x 一人当りの床面積 (m2/ 人)
x 床面積当りの CO2排出量 (kg-COlm2)
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l 地域レベの展開
=ヱ(住宅タイプ別地域の居住者数(人)
x 住宅タイプ別一人当りの床面積 (m21 人)
x 住宅タイプ別床面積当りの CO2排出量 (kg-COlm2) ) 
=工(構造タイプ別地域の居住者数(人)
x 構造タイプ別一人当りの床面積 (m21 人)
x 構造タイプ別床面積当りの CO2排出量 (kg-C02/m2) ) 
=エ(住宅タイプ別構造タイプ別地域の居住者数(人)
x 住宅タイプ別構造タイプ別一人当りの床面積 (m21 人)
x I (住宅タイプ別構造タイプ別床面積当りの部材使用量 (kg/m2)
x 部材の単位重量当りの CO2排出量 (kg-COlkg)) 
=エ(住宅タイプ別構造タイプ別地域の居住者数(人)
x 住宅タイプ別構造タイプ別一人当りの床面積 (m21 人)
x I (住宅タイプ別構造タイプ別床面積当りの材料使用量 (kg/m2)
x 材料の単位重量当りの CO2排出量 (kg-C02/kg)) 
建築レベノレ
の展開
架構レベノレ
の展開
部材レベノレ
の展開
材料レベノレ
の展開
一(式 7-1- 1)
構造システムの「材料レベル」の環境負荷計算式は、住宅モテ、ノレの建設時に使用される延床面積
当りの主要構造材料使用量に対する環境負荷を計算する。
構造システムの「部材レベノレ」の環境負荷評価は、「建築 LCAJ (日本建築学会)の建築物の投
入要素別の床面積あたり CO2排出原単位の値を利用して、住宅の構造タイプ別に生産方式の違い
(在来型と量産型)による延床面積当りの主要構造材料(木材、コンクリート材、鉄骨材、鉄筋材)
使用量に対しての環境負荷量(エネルギー消費量、二酸化炭素排出量)を比較する。
構造システムの「架構レベノレ」の環境負荷評価は、構造システムの構造方式の違いによる環境負
荷の違いについて行う。
構造システムの「建築レベノレj の環境負荷評価は、同一敷地面積に建築可能な住宅タイプ別延床
面積の住宅モデノレについて、居住者一人当り及び延床面積 1 m2当りの環境負荷を計算する。住宅
タイプは、同一敷地面積内に建築可能な鉄筋コンクリート造ラーメン構造の同一平面プランの集合
住宅について、低層、中層、高層住宅を設定する。住宅の構造システムの建築レベノレの環境負荷評
価では、設定住宅タイプに対してまず、延床面積 1 m2当りの住宅建設時に消費されるエネノレギー
量 (Mcallm2) と二酸化炭素排出量 (kg-COlm2) を計算した。
第 8 章構造システムの持続可能性評価
第 8 章では 「構造システムの持続可能性評価」の提案を行う。
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「持続可能な社会達成の条件J を、「住環境を中
心とした生活の質が向上したか(生活の質の向
上)J、「住環境の地域的、世代的公平性が損なわ
れていないか(公平性の実現)J、「住宅のライフ
サイクノレの環境負荷は、削減されたか(環境への
影響の削減)J で評価する
建築が関係する「生活の質の向上」は、住宅居
住者一人当りの床面積 (m2/ 人)で評価する 。
持続可能性達成の 3 つの条件に対して、各条件
の達成目標値によって境界面が 3 つ設定可能であ
環境への
影響の削減
る 。 この境界面が平面(他の条件によって境界面 図8.1.2 持続可能性達成の概念
が影響を受けない)と仮定すると、評価対象は(図8. 1.2) に示すような境界面で区切られた 8 つの
領域のどこかに位置することになる 。 この 8 つの領域の中で持続可能な条件を満たすのは青線で固
まれた部分であることが解る 。 また、赤線で囲まれた領域は持続不可能な領域となる 。
日本の住宅モテ、ノレの持続可能性評価として、都道府県と大都市圏を設定地域として、 2000年度の
年間の住宅建設による環境負荷(二酸化炭素排出量)の持続可能性評価を考える 。
「生活の質の向上」は、評価対象とする都道府県及び大都市圏の住宅の一人当たりの平均床面積
が誘導居住水準を満たしているがどうかで評価する 。
「環境への影響の削減」の評価に必要な地域ごとの環境負荷(二酸化炭素排出量)は、住宅モデ
ノレの耐用年数と床面積当りの二酸化炭素排出原単位を用いて、総務省統計局統計調査部の平成20年
度版データの地域別住宅タイプ別着工延床面積を基に計算した。
また、その許容値は、地域の森林で吸収される 1 年当りの二酸化炭素量に対して、 二酸化炭素排
出量がどの程度かによって評価を行う 。 ここで、 ①日本の総森林面積は24，864，800ha、 ② 森林よ
る CO2 吸収量 5.2 (t-C02 /ha/ 年)、③ 日本の人口は 12，756，6000人であることから、④ 一人当
り吸収可能な CO2 量は、 1013.57 (kg-C02 / 年/人) となり、⑤ この値に全生活エネノレギーに対
する住宅建設の消費エネノレギーの割合4.57% (木造軸組工法)を掛ければ、 ⑥ 一人当りの建築の
シェア ~46.32 (kg-C02 / 年/人)が求まる 。
「環境への影響の削減」は、地域の森林で吸収される 1 年当りの二酸化炭素量に対して、二酸化
炭素排出量がどの程度かによって評価を行う 。地域別の住宅の建設に伴うを環境への影響を縦軸に、
生活の質の改善を横軸にとれば、(図8.2.3) のような結果が得られる 。
環境への影響の削減目標値である日本での住宅建設に許される一年当り、一人当たりの二酸化炭
素排出量46.32 (kg-C O2 / 人/年)を表す赤い横線と、生活の質の向上の目標値である誘導居住面
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誘導居住水準比=一人当りの床面積(m2) / 誘導居住水準(m2)
図8.3.1 世帯当りの居住者数と持続可能性評価
積比1.0を表す青い縦線によって区切られる 4 つのゾーンの内、右下のゾーンが持続可能条件を満
たすゾーンであり、左上のゾーンは持続不可能なゾーンであることがわかる 。
「環境負荷」を減らす方法として、家族の人数を増やすことまず「生活の質J を落とすことなく
その結果 4 人家族であればギリギリ条件を満たす可「誘導居住水準比J を下げることを考えた。で
(図8.3.l)能性があることがわかった。
「環境への影響の削減」は、環境負荷計算式の項目別に分住宅モデ、ノレの居住者一人当りの年間の
けて考えることができる 。 以下削減方法を整理すると、
①住分野以外の食分野、衣分野の環境負荷を削減する 。
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図8.3.3) 構造タイプ別耐周年数別一人当りの CO2排出量
65 60 52 45 30 
②住分野の中で特に環境負荷の比重の高い保守・運用の負荷を削減する 。
③耐久消費財関連の環境負荷を削減する 。
④建物の安全性・耐久性が直接関係する構造システム以外の意匠・設備関連の環境負荷を削減する O
⑤建物の耐用年数で割った I 年当りの環境負荷を削減するため、建物の耐用年数を延ばす。
などが考えられる 。
これらの対策を複このなかで、 ⑤の耐用年数を変えた場合も、環境負荷の削減効果が期待でき、
「持続可能な領域」にもっていくことが可能であると考えられる 。
「公平性の実現」条件をどのように評価するかについて研
数組み合わせることで
最後に「持続可能な構造システム」の
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表8・4・1 )より作成図 8.4.2) 地域別一人当りの CO2排出量のローレンツ曲線とジニ係数
- 54-
究した。
経済学の分野で所得配分の公平性の評価に使われる「ローレンツ曲線」と「ジニ係数」使用して、
日本の都道府県や大都市圏聞の居住者一人当りの二酸化炭素排出量のばらつき(不公平性)を求め
た。(図842) ジ、ニ係数の値は006 となり、この結果からは公平性が高いと考えられるが、現実と
比較した場合日本の住宅事情は公平であるといえるかどうか疑問である。また評価が一人当りの二
酸化炭素量であることも評価を難しくしていると考えられるが、「持続可能性条件」の「環境への
影響」と「生活の質の向上j 条件については、持続可能性評価の条件として有効性が高いことがわ
かった。今後は、 2 つの条件の海外などの事例への応用と、「公平性の実現」の評価指標について
研究を進めていきたいと考えている。
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論文審査の結果の要旨
本論文の目的は「持続可能な杜会」の達成に必要な条件とその評価方法を住宅建築の構造分野を
中心に研究し提案することにある。このような建築の構造の「環境負荷」と「持続可能性」につい
て論じられたものはこれまでなく、そのため本論文の着目点が非常にユニークであると高く評価さ
れた。本論文の構成は第 1 (序章)~ 9 章(終章)からなる。その概要は以下の通りである。
第 l 章(序章)では現代の建築が抱える矛盾点である「生活の質の向上」しそれが「住環境の
改善」にもたらす役割、さらにその結果引き起こされる「環境問題」に関して、建築からの方向性
を研究する必要性を述べた。第 2 章では、現代の建築が置かれた社会状況を分析し、現代の建築が
対応を求められてきた社会的ニーズを整理した。第 3 章では、現代の建築が目標とする「生活の質
の向上J I公平性の実現J I環境への影響の削減」の 3 つの条件を考察した。第 4 章では「構造シス
テム」の構成要素を、材料、部材、架構、建築、地域の各々の構成レベルでとらえた評価をおこなっ
た。第 5 章では環境への影響を複数の因子で評価する方法として、 IIPAT 公式」の適用を提案し、
広範囲の要因を考慮することで、要因相互の関係と時間的影響を評価することを可能にし得る事を
示した。第 6 章では「構造システム」の構成レベノレごとの IIPAT 公式j の展開と環境負荷の集計
をおこなった。また、鉄筋コンクリート造と鉄骨鉄筋コンクリート造の集合住宅に関し、現行基準
による構造計算を行い、住宅構造タイプの違いや地震荷重の違いによる環境負荷への影響を検討し
た。第 7 章では同一敷地面積に建築可能な住宅タイプ別延床面積の住宅モテ、ノレについて、居住者一
人当り及び延床面積 1 平方メートノレ当りの環境負荷を計算する方法を示した。第 8 章では耐用年数
を変化させた場合の効果を示した。 9 章(終章)では、地域毎の居住者一人当りの二酸化炭素排出
量のばらつきから不公平性を求め、その評価方法が有効であることを示した。
以上、本論文は「持続可能な社会」の実現に向けて、現代の建築が抱える矛盾点である「生活の
質の向上」とそれが「住環境の改善」にもたらすポジティブな役割、その結果引き起こされる「環
境問題」の原因としてのネガティブな側面をどのように解析するのかについて新しい知見を提供し
た。審査委員会では公平性の評価に関して考察が若干不十分であるとの指摘もなされたが、論文全
体については非常に高い評価が与えられた。
本論文は、松本年史が今後自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力と学識を有すること
を示しているものである。よって、本論文は博士(国際文化)の学位論文として合格と認める。
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